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歳入から歳出を単純に差し引くと15億7,780
万円の黒字ですが、このうち令和6年度に繰
り越して使う経費（財源）が6億1,129万円あ
るので、実質的な収支はこのようになります。

一般会計
実質9億6,651万円

　　  の黒字決算

■
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「
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が
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り
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こ
の
う
ち
一
つ
で
も「
早
期
健
全
化
基
準
」を

超
え
る
と
早
期
健
全
化
計
画
を
策
定
し
、
自
主

的
に
改
善
努
力
を
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

ま
た
、「
財
政
再
生
基
準
」を
超
え
る
と
財
政

再
生
計
画
を
策
定
し
、
国
な
ど
が
関
与
し
て
確

実
な
再
生
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

宇城市の状況 参考（基準）

比率名 R3
年度

R4
年度

R5
年度

早期健全化
基準

財政再生
基準

実質赤字比率 ― ― ― 12.58 20.00 

連結実質赤字比率 ― ― ― 17.58 30.00 

実質公債費比率 9.1 10.4 10.7 25.0 35.0

将来負担比率 22.9 22.7 23.2 350.0 

※実質赤字比率・連結実質赤字比率は黒字のため、　　　　　（単位：％）
　「－（該当なし）」で表示しています。

373億883万円
前年度比 ＋14億 1,622万円

分担金・負担金（0.4％）
1億 3,981万円

使用料・手数料（0.9％）
3億 1,733万円

諸収入（3.1％）
11億 5,556万円

繰越金（3.1％）
11億 6,074万円

その他（2.3％）    8 億 6,990万円
 内　寄附金　  5 億 8,577万円
 訳　繰入金　  2 億 2,921万円
 　　財産収入　　　 5,492万円

（26.9％）

市税 .1％）（17.1％
563億 7,325万円万

地方交付税（29.1％）（2
6,937万円108億 6,9

国庫支出金金（18.5％）
69億 1,8770万円

県支出金（88.0％）
29億 9,4444万円

地方譲与税（0.9％）
  3 億 1,892万円

市債（12.012.0％）
44億4億 9,730万円

各種交付金（4.6％）　    16億9,351万円
 内    利子割　　　　　　      128万円
 訳    配当割　　　　　      1,937万円
　     株式等譲渡所得割      1,985万円
　     地方消費税        13億9,978万円
　     ゴルフ場利用税        3,651 万円

自動車取得税　 　     197 万円
環境性能割　 　    3,277 万円
地方特例　　　　　  7,258万円
交通安全対策特別　    506 万円
法人事業税　　　  1億434万円

自主

財
源

依存財源
（73.1％）

❸❸

❹❹

❶❶

❷❷

令
和
５
年
度

❶ 市税 市民税25億円、固定資産税31.6
億円、軽自動車税2.4億円

❷ 地方交付税 普通交付税98.5億円、特
別交付税10.2億円 

❸ 国庫支出金 国庫負担金42億円、国庫
補助金27億円

❹ 市債 合併特例事業債23.2億円、学校
教育施設整備事業債12.8億円、
過疎対策事業債2.4億円

宇城市の財政は全ての指標で「健全」な状態です
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歳出
（性質別）

357億3,103万円
前年度比 ＋15億 1,816万円

教育費（19.9％）
71億827万円

総務費 ）（9.8％）
35億97万円

人件人件費費 0％）（10.（10.0％）0％）
3535億7,7,11818 円円円万円万円

繰出金（9.0％）
32億825万円

助費扶扶助
1％）（24.（24.
39586億86億1,31,3 万円

公債費公債費公債費債費 8％）（12.（12.8％8
6,5394545億5億5億666,56,53 万円

普通建通建通建設事業設事業費費（18（18.0％）0％
64億34億億3,03,04444万円万円

土木費（6.7％）
23億8,872万円

公債費（12.8％）
45億7,578万円

消防費（3.1％）
11億2,174万円

衛生費衛 （6.2％）
22億1,189万円
農林水産業費（3.6％）
12億8,214万円

商工費（1.7％）
6億1,208万円

災害復旧事業費
（0.1％）
3,942万円

維持補修費（0.6％）
2億3,960万円

積立金（2.5％）
8億8,289万円

投資・出資金・貸付金（1.2％）
4億2,627万円

万円

物件件費費
（10.99％））
39億2323万円万円

補助費など（100.0.8％）8％
38億5,341万万円万円

議会費（0.6％）
2億1,600万円

災害復旧費（0.1％）
3,942万円

民生費（35.5％）
126億7,402万円

市債　　　  513億7,865万円

道路整備や公共施設の建設など一時的
に多額の資金が必要な場合に発行。道路
や施設などは長期間利用されるため、世
代間の負担を均衡化させるのが目的です。
　市債残高は、平成29年度以降は熊本
地震からの復旧などの影響で増加傾向で
したが、令和4年度以降は新規発行を抑
えたことで減少しています。

基金　　　  185億5,924万円

前年度比　　　   ＋14億3,439万円
市民1人当たり　　       328,024円

（内訳）
年度間の財源の不均衡を調整

財政調整基金　  105億2,450万円

市債の償還財源を確保し債務を軽減

減債基金　　　　 10億3,735万円

教育や地域振興など特定の目的のため　

　に積み立てる

特定目的基金 　 69億9,739万円

前年度比　     　△ 4億 53万円
市民1人当たり　　 908,087円
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務
的
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そ
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他
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投

資
的経費

❹❹

❹❹

❸❸

❸❸

❷❷❷

❶❶

❶❶

❷❷

一般家庭での「借金」に相当 一般家庭での「預貯金」に相当

❶総務費　 ふるさと納税事務一括代行業務委託料2.8
億円、バス運行対策費補助金1.4億円

❷民生費 障害福祉サービス等給付費18.5億円、子
　　　　　ども・子育て支援費30.4億円
❸教育費　松橋中学校校舎棟建替工事費16.9億円、

学校給食調理配送業務委託料1.1億円
❹公債費　 市債元金償還金44.2億円、市債利子1.4

億円

❶扶助費　私立保育所運営費負担金20億円、電力・ガ
ス・食料品等価格高騰重点支援給付金6.7
億円

❷普通建設事業費 小川中学校校舎等改築工事費13.4
億円、道路新設改良・維持工事費5億円

❸物件費　定期予防接種業務委託料1.5億円、図書館
及び不知火美術館指定管理業務委託料1.6
億円

❹補助費など 物価高騰対策商品券事業負担金2.8億
円、学校給食費無料化事業補助金1.4億円


